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今後の進め方

想定される課題

赤磐市上下水道分野官民連携手法による導入可能性調査検討業務
（調査対象箇所：上下水道事業）

以下事業スキームを抽出した。浄水場、配水池
、浄化センターの運転管理と維持管理、上下水

道管路の維持管理、料金事務・窓口業務、吉井地域の監視システム更新
を一括で発注する（包括委託拡大）。民間企業はＳＰＣを構成し、業務
を受注、構成企業が業務を履行する。導入効果は、210百万円/10年の
コスト削減、経常収支比率や給水原価、汚水処理単価等、各種経営指標
の改善効果が期待でき、ＶＦＭにして約4％の効果が期待できる。

事業期間はサウンディング結果より５～10年間と
想定した。事業スキームを導入までに、公募準備（

スキーム確定～募集要項完成）や事業者選定（公告～業務引継ぎ）が必要となり
、業務実施までに２～３年の期間を要する。同時進行するＢ－ＤＡＳＨプロジェ
クト（ＡＩによるマンホールポンプ管理の適正化）の効果が確認され、費用対効
果が得られる場合は、事業スキームへの追加導入を検討する。 当該事業スキームは、現

行包括委託の拡大となる。
そのため、現行受託事業者
に業務で確立したノウハウ
があるため、詳細スキーム
の設定では、より競争原理
が働くスキームの検討が課
題となる。
また、サウンディング調査から、業務範囲拡大等のスケールメリット

による参画意欲向上の意見が得られた。本検討は上水道事業および下水
道事業の一体化であり、包括委託導入が現実的と結論付けたが、今後、
事業規模や業務範囲のさらなる拡大について検討の余地がある。


